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1.はじめに

老年人口の急速な増加にともなって、老年期の健康の問題は、個人にとってばか

りではなく、社会にとっても、その重要性をt曽してきている。 WHOの老化の疫学

に関する専門家会議は、健康の操作的定義と測定が特に困難な老年期の人々につい

ては 、生活の 自立性(autonomy)を健康度の指標とするのが有効であるとし川、生

活の自立性を評価することは、老人個人に対するサービスの提供と老年人口全体に

関する調査研究の基礎であるとした" 0 またBranchとMeyers叫によれば、生活の自

立性の評価は、臨床的な視角からはリハビリテーション活動の基礎、疫学的ないし

は公衆衛生学的な視角からは公衆衛生活動の基礎として位置付けられ、その個 人も

しくは集団の将来の状態についての予測を可能にするものである。

サービス提供の基礎となる生活の 自立性の評価は、何らかの原因により独立した

生活を営みえなくなった個人を対象として早くから行われてきたが、老年人口全体

を対象として、その生活の自立性が追究されるようになったのは比較的最近のこと

に属する"。隊蓄 をもった老人の 生活の自立性に関する研究においては、食事、入

浴、着脱衣などの基本的な生活動作の自立性がもっぱら問題とさ れ、そのような水

準での生活の自立性を測定するために、各種の日常生活動作能力 (activities of 

daily living; ADL )の尺度が用いられてきた。たとえば、鼠も代表的な AD Lの

尺度である Katzら 5 引の AD L f旨傑(1 ndex of ADL) は、入浴.着脱衣、 トイレへ

行くこと、移動、用便の管理、食事の 6つの動作によって、生活の自立性を評価し

ようとするものであった。

しかしながら、老年人口全体を対象として生活の自立性を追突する研究において

は、従来の A D Lの尺度のみでは不十分なことが明らかにされてきた。それは、 A

D Lの尺度が扱う基本的な生活動作の自立している人であっても、それ以上の水準

での M 生活"の自立性の程度は様々であり川‘基本的な生活動作の自立性が、地域

での独立した生活を維持するのに必要な活動一一一たとえば金銭の管理や貨い物一一一

の自立性まで保証するものではないからである 710 A D Lの尺度によってはとらえ

られない‘より高度な活動能力の存在をはじめて体系的に提示し、その測定を可能



にし たのは LawlonS. 9 )であ町、彼によ って新たに導入された概念が、 手段的 自立

(instrumental sel f-mainlenancc )と 手 段的日常生活動作能力(instrumental 

activities of daily 1 iving: IADL) であった。

筆者らはさきに A0 Lに関 す る詳細な文献レヴェ一川を行って Lawtonの体系を紹

介し、それに依拠して新たな測定尺度の開発を行い 7. 10. I I J さらに東京都小金井

市をフィ ールドとして、地域老人における A0 Lと 1A D Lに関する 一連の研究成

紙 I2 -I 8)を発表してきた 。 1A 0 Lに関する筆者らの研究 17. 18)は園内では忌も早

く行われたものであって、その知見は園内他地域で行われた研究 19. 20)によっても

篠認された。小金井市での研究成績によれば、 1A D Lの障害を有する者の頻度は

A 0 Lの障害を有する者の頻度よりも高く l円、 A 0 Lの場合と同じく、 1 A 0 L 

と生命予後の聞には有意な関連性が認められた，8'。また、 ADLの障害を有する

者は有配偶の子どもと同居する傾向にあった 14. 16)。しかし、 1A D Lの障害が居

住形態に及ぼしている影響については検討されておらず、また ADLと 1A D Lの

関係についても十分検討されていない。 1A 0 Lの障害を有する者の頻度が A D L 

の障害を有する者の頻度よりも高いとすれば、 A D Lと 1A 0 Lの関係の倹討か

ら、従来保健サービスの対象としては見逃されてきた、 ADLの指標によってはと

らえられない隊筈老人、すなわち A 0 Lの障害をもたず 1A D Lの障害のみを有す

る者の頻度を知り、さらにそれらの人々の転帰についても知ることができると予想

される。

本研究の目的は、情玉県富士 見市に居住する老人を対象として、筆者らのこれま

での研究の追試を行うと同時に、小金井市においては行いえなかった 1A D Lの障

害 に関連する要因、 1 A 0 Lの障害が居住形態に及ぼしている影響‘そして A D L 

の隊筈と 1A D Lの障害との関係について検討することにある。
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11.手段的自立 ・1A 0 Lの概念と関連する先行研究

( 1 )手段的自立と IADLの概念

Lawton81は人間の活動能力 (competence) について概念的な検討を行い、複雑さ

の度合いに在目して次の 7つの水準を設け た(訳語は柴田ら‘}による)

l 生命維持 (LifeMaintenance) 

2 機能的健康度 (Functional ~ ealth ) 

3. 知覚ー認知(Perception-Cognition) 

4. 身体的自立 (PhysicalSelf-Maintenance ) 

5 手段的自立 (InstrumentalSelf-Maintenance ) 

6 状況対応(Effectance) 

7 社会的役割 (SocialRole ) 

Lawtonによれば、この 7つの水準の活動能力は、その綾雑さの度合いによって序

列をなしており、第 lの生命維持が最も原始的で単純な活動能力、設後の社会的役

割が鼠も高度で復雑な活動能力である。上位の水準の活動能力は、下位の水準の活

動能力と比べて、より復雑な知覚、認知、判断と、明瞭に識別される行動を要求す

るものと考えられている。また、ある水準での活動能力の障害は、より上位の水準

での障害を生じさせやすいと考えられている。しかし、いずれの水準の活動能力に

ついても、その水準に属す個々の活動の復雑さの度合いには一定の幅があることか

ら、この点を加味した活動能力の体系図(図 1)が考案された。図 lにおいて.各

水準に配置された個々の活動は、網羅的なものではなく、例示であるにすぎないと

されているが、左から右へ、また下から上へと移るにしたがって、より短雑なもの

となっている。

A D L 指標 5. 61に代表される AD Lの測定尺度は、 Lawtonの体系にしたがえば、

第 4の身体的自立の水準の活動能力をみようとするものであった。 Lawtonによれ

ば‘この水準の活動能力は、発生的には人生の初期に獲得されるものであって、こ

の水準の活動能力に障害がある場合‘より上位の水準の活動能力は著しく障害され

る。また、この水準での活動能力は、もっぱら身体的な動作にのみ関わりをもって
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おり、そのため比毅的容易に測定されうるものである。

Lawlonの活動能力の体系において、身体的自立の 次に位鐙 する水準が手段的自

立であった。 Lawtonによれば、手段的自立の水準の活動能力は、身体的自立の水

準の活動能力と比べてより 複雑であり.特定の身体的動作と の結び付きを欠くも

のである。活動能力の 体系図(図 1)にお いて、この水準に配置された活動は家

政.料煙、家計管理 、雇問の 4つであり. Lawtonらがこの水準での活動能力を損1)

定するために開発した 1A D L尺度 (lnstrurnentalActivities of Daily Living 

Scale )引では、電話、買い物、食事の支度、家事、洗濯、外出時の交通手段、服

薬‘金銭の出納の 8種(男性については食事の支度、家事、洗濯を除く 5種)の活

動が質問項目として用いられた。また、この 8種の活動はoA R Sの多次元機能評

価調査禁 (MultidirnensionalFunctional Assessment Uuestionnaire) 2'-2" にお

ける 1A D Lの測定にも用いられている。

Lawtonらは手段的自立と 1A D Lの槻念を明確に定義しておらず.したがって両

者の関係も不明のまま残さ れてきた 。しかし、身体的自立の水準の活動能力が AD

Lの尺度によって操作的に定義され、測定されてい ること、そして手段的自立の水

準の活動能力を測定するための尺度が 1A D L尺度とよばれていたことから、手段

的自立の水準の活動能力を録作的に定義したものが手段的日常生活動作能力(1 A 

。L) であり、 1 A D Lの障害 (disabilityin lADL)は、電話、貿い物などの活
動ができるか否か(自立できている か否か)によって測定されるものと考えられ

る。

Katzら 2‘251および Kozarevic とIsrae1261 は、 1 A D Lは電話、買い物、食事

の支度などの活動によって‘個 人が外的(社会的)環境に適応していく能力である

とした。 Fi llenbaum2 71 も 1A D Lが何らかの社会的な能力を含んでいることを示

唆し、さらに 1A D Lは地峡での独立した 生活を維持していくうえで不可欠な能力

であるとし た。

Lawtonの活動能力の体系によれば、 A D Lと 1A D Lの問には階層的(hier 

archical) な関係が存在し、 A D Lの障害を有する者は 1A D Lの障害をも合わせ

もつ傾向になければならない。両者のこの関係は、 Gutt回an尺度情成J去を用いた
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Spector ら Z8' によって実証された。 Spector らによれば、彼らが検討を加えた 6

つの活動・動作の聞には、易しい方から、食事、移動、着脱衣、入浴 (以上 A 0 

L)、遠方への外出、買い物(以上 1A 0 L) という順で、階層的な関係が認めら

れた。

[ A 0 Lの測定に用いられる活動の問の階層的な関係は、 Fi11enbaum'" および

藤田と綴野 t引に よって報告されている。 Fi llenbaumによれば活動間の階層的な関

係は、易しい方から金銭の管理、食事の支度、買い物、遠方への外出、家事の順で

あり、階層的な関係は 15歳以上の高齢群でより顕著に認められた。核国と綴野によ

れば、活動聞の階層的な関係は、易しい方から服薬、預貯金の管建、電話、買い

物、遠方への外出のl顕であった。

(2 )障害の頻度と関連要因

地域老人における 1A 0 Lの障害に関する研究成績は少なく、すべて鼠近のもの

に限ら れる。

Aniansson ら Z引によれば、 Gothenburg市の 10歳老人の 8%は障害者のための交

通サービスを必要とし、 14%は料理、洗濯、買い物などのためにホームヘルプを必

要としていた。これらの頻度は、 A 0 L (着脱衣や排池)の介助を必要としている

者の頻度が 2%であったこと 30' と比べて、かなりの高率であった。

Framingham Disabi1ity Study の成績によれば、 55~84歳の研究対象者のうち、

経家事(掃除、洗濯など)について何らかの緩助を必要としていた者の頻度は 23

%、外出では 18%、食事の支度では 21%、買い物では 8%であり 311 、重家事(主主

拭き、壁渋いなど)を自分でできない者の頻度は 30%であった 3Z，。これらの活動

につい て援助を必要としていた者の頻度は、 A 0 L (食事、入浴、着脱衣など)の

障害の頻度 3Z，より高く、男性より女性で、また年齢が高いほど高率であった。

Cornoni-Hunt1ey ら 33.3<41によれば、重家事を自分でできない者の頻度は、 65歳

以上老人の 35~ 45%であり、 A0 L (食事、入浴.着脱衣など)の障害の頻度より

高かっ た。重家事をできない者の頻度は、男性より女性で、また年齢が高いほど高

率であった。
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WHOの西太 平洋地I或4カ園調笠 3引 に よれば、 60歳以上のフィリ ピ ン人の 5

%、マ レー シア人の 6%が自分で口い物をすることができず、特に 80歳以上 の高齢

併では買い物をできない者の頻度が高かった 。

F i Ilenbaum2" によれば、アメリカの 3地I或の 65歳以上老人における 1A 0 Lの

障害の頻度は、電話で 8~ lO% 、遠方への外出で 23~25% ‘買い物で 20~24% 、食

事の 支度で 12~ 17% 、重家事で 20~ 30% 、服薬で 6~9% 、金銭の管理で 11~12%

であり、地媛差は小さかった 。 いずれの地域においても、またいずれの活動につい

ても、障害の頻度は年齢とともに顕著に増加した 。電話、服薬と金銭の管理につい

ては障害の頻度に性差が認められなかったが、遠方への外出、買い物と重家事では

男性より女性で障害の頻度が高く、反対に食事の支度では男性で障害の頻度が高か

った。

Spectorら 28' が報告しているアメリカの地綬老人のサンプルは、 Fillenbaumの

3つの地I或のサンプルのうちの lっと同 ー のものであって、障害の頻度は遠方への

外出と買い物でそれぞれ 23%であった。しかし、ナーシングホームに入所中もしく

は入所申込み中の者では 85%と91%であり、ホームヘルプもしくはデイケアの利問

者では 84%、94%であった。

筆者らの東京都小金井市における研究成績."では、 1 A 0 Lの障害の頻度は‘

パス ・電車での外出で 14%、電話で 7%.湯を沸かすで 6%、買い物で 10%.食事

の支度で 16%、請求書の 支払いで 10%、預貯金の出し入れで は%であ った。いずれ

の活動についても、障害の頻度は年齢とともに顕著に増加し、年齢の影響は男性よ

り女性において顕著であった。湯を沸かすことについては障害の頻度に性差が認め

られなかっ たが、食事の支度では女性より男性で障害の頻度が高く、その他の 5項

目では男性より女性で障害の頻度が高かった。

圏 内 3 地域の成績から全国の 65~ 89歳人口における 1A 0 Lの障害の頻度を推計

した藤田と篠野.9) によれば、障害の頻度は電話で 9%、遠方への外出で 15%、買

い物で 10%、食事の支度で 16%、家事(拭き掃除、窓拭きなど)で 15%、服薬で 4

%、預貯金の管理で 9%であった。 1A 0 Lの障害の頻度は A0 L (食事、入浴、

着脱衣など)の障害の頻度より高かった。 1A 0 Lの蹟害の頻度は、年齢にともな
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って 顕示:に増加し、特に女性では顕著な地加が認められた 。遠方への外出、屯話、

傾i貯金の管理では険害の頻度に性差が認められ、いずれも男性より女性で障害の頻

度が高かった。 6項目からなる 1A 0 LのGuttman尺度の得点を従属変数とした数

子化 I績の分析によると、 1 A 0 Lの問答に大きな影響を及ぼしていた変数は、年

齢(偏相関係数で 41 )と脳卒中の既往(同 32) であり、以下学歴(同 11) 

骨折・骨の疾患(同 09) 、居住形態(同 .09)の順であった。

小林ら 2 引によれば、~村地域の 60歳以上老人における 1 A 0 Lの障省の頻度

は、パス・電車での外出で 15%、買い物で 11%、食事の支度で 14%、請求書の支払

いで J0%、預貯金の出し入れで 14%であり、 A0 L (食事、入浴、着脱衣など)の

障害の頻度より高かった。 1A 0 Lの障害の頻度は年献にともなって顕著に増加

し、 80歳代では半数以上、 90歳代では 9i'ilJ以上の者に[A 0 Lの障害が認め られ

た。老研式活動能力指標 IO. I 11の手段的自立の下位得点を従属変数とする数量化 I

E買の分析によると、 1 A D Lの障害に大きな影響を及ぼしていた変数は、 A0 L 

(偏相関係激で 53) 、仕事・農作業の有無(同 33) と年齢(岡.32) であり、

同居子の有無の影響は偏相関係数で 08、学歴は .06であった。

以上の先行研究の概観から明らかなように、 1A 0 Lの障害の頻度はとりあげる

活動の種類により様勺に評価されてきた。しかし、表 lに示すように、同ーの活動

については先行研究の成績はおおむね一致しており、特に日本の地I或老人を対象と

した 3つの研究 I7. 19. 2. 01 の聞では、ほぽ完全な 一致が認められた。日本の老人の

成績と大きく異なっていたのは、 Fillenbaum'刊が報告している遠方への外出と買

い物のみであって、障害の頻度は Fi llenbaumの報告で高かった。

1 A 0 Lの障害の頻度が ADLの障害の頻度より高いことは多くの先行研究が一

致して示しているところであり 19.20.28-3") A D Lの障害の頻度のみを扱った先

行研究 I2.. 15. 36-3引との比較からも明らかである。

1 A 0 Lの障害の頻度に関連する要因としてほとんどすべての先行研究があげて

いたのは年齢であ り 17. 19.20.27，31-35) ADLの場合と同じく、障害の頻度は年

齢が高いほど高 か った。そして、筆者ら』川および藤田と 5草野，. J は、加齢にとも

なう 1A 0 Lの障害の増加が男性より女性において顕著なことを報告している。
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r A 0 Lの障害における性差 も多くの先行研究によって認められたと ころであ っ

て、食事の支度を除き‘院2写の頻度は 一般に男性より女性において高か った 17. 1 9 

21.31・3川 。Lawton引は 1r¥ 0 Lの評価iに用いられる活動には伝統的に女性の役割l

とされてきたものが多いと述べたが、社会的 ・文化 的に規定された性役割!の影響

が‘ 一定の筏術を必要とする食事の支度に特に強く表われ.そのために、この活動

においてのみ女性より男性で障害の頻度が高かったものと考えられる。このほかの

活動について、 一 般に障害の頻度が男性より女性において高いことの背景として‘

Fillenbaum'" は女性の移動能力が男性より劣ることをあげ‘後述のManton391 は

障害を有する者の死亡率に性差があることをあげている。

性 ・年齢以外の要因と 1A 0 Lの関係を示した成績は藤田と絞野』引および小林

ら'0，のもののみであって、藤田とjjJ'i野は脳卒中の既往、小林 らは A 0 Lと仕事の

有無の影響が強いことを認めた。 A 0 Lは IADLと階層的な関係にあるとされて

おり 8，特に Spector ら，.，は A0 Lの隠害を有する者の 98ないし 99%が 1A 0 L 

の障害をも合わせもつことを明らかにしているので、 A 0 Lと 1A 0 Lの聞に強い

関係があることは十分予想されるところである@ただし Spectorらは.その強い階

層住のゆえに、 A0 Lと 1A 0 Lを l次元の連続休とみなしているので、この考え

にたてば、 A D Lを 1A 0 Lの関連要因のーっとすることには問題がある。また実

践的な関心からは、 1 A D Lの障害のみを有し 、 AD Lの目立寄をもたない者の存在

が特に注目される。その意味で、 A D Lと 1A D Lとの関係については、さらに倹

討を加える必要 があるといえよ う。他方、脳卒中は AD Lの障害、あるいはねたき

りの重要な成因であることが知られている，.‘ 0-<4 3) ので、 ADLと 1A 0 Lの問

の階層的な関係からいって、脳卒中の既往が IADLの障害とも強い関係をもって

いることも予想さ れるところである 。しかし仕事の有無は、 1 A 0 Lの従属変数と

考えられるので、仕事の有無を年齢などとともに独立変数として 1A 0 Lの関連要

因の分析を行うこ とには問題があると いわなければならない。

腹自と篠野は、居住形態(家族情成)を独立変数に加えて関連要因の分析を行

い、ひとりぐらし老人で 1A D Lの障害が少ないことを認めた。小林らの成績も問

機に‘わずかではあるが同居子のいない老人で障害の程度が低いことを示した。
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子 ども、特に街配偶の 子 ども と同居して いる老人の健康状態が、 同居 していない

老人に比べ て劣るごと は 、す でに多くの研究によって明らかにされている I". I 6 

，， -501。 このような傾向は、老人の居住形態の選択が健康度を含む多くの変数によ

って規定されており‘健康状態が怒化し、生活の自立性が低下した老人は子どもと

の同居を選びがちであることの結果と盟解されてきた。また鼠近では、 Magaziner

ら S引が共分散構造モデルを用いて、 [ A 0 Lおよび A 0 Lが居住形態に対する独

立変数であって、その逆ではないことを実証した。統計的分析、特に多変ii1解析を

行 う際には、あらかじめ変数閣の独立一従属の関係を、モデル上で明催に、そして

論理的整合性をもって設定しておかなければならない S川。その意味で、先行研究

の知見を無視して、居住形態を 1A 0 Lに対する独立変数として用いるのは不適切

である。しかし、日本の老人については A 0 Lと居住形態との関係が知られている

のみ t‘J 引なので、 [ A 0 Lと居住形態との関係について、改めて詳細に検討する

ことの必要性は認められる。なおその際には、居住形態との関係がすでに明らかに

されている A 0 Lの影響をコントロールして、 1 A 0 Lの単独の影響を評価するこ

とが必要されよう。

(3 )生命予後との関係

A 0 Lが生命予後と有意に関連し、 A 0 Lの障害を有する者が早期に死亡しがち

なことは、入院患者や施設入所者についても 52-5 9)、また地岐老人についても"

15. 60  -6") 日月らかにされてきた。しかし、 [ A 0 Lと生命予後 との関係を明らかに

した成績はきわめて少なく、 一層の研究の蓄積を必要としている。手段的自立の水

準での活動能力 (1 A 0 L) は、身体的自立の水準での活動能力 (A0 L) と比べ

て、より復雑であり、特定の身体的動作との結び付きを欠くものとされている引の

で、 A 0 Lの場 合とは異なり、 1 A 0 L と生命予後が無関係である可能性を否定し

えないからである。

F illenbaum'" とSpector ら， .，は.みずから開発した尺度の得点と死亡率との

聞に強い関係が認められ、 1 A 0 Lの障害を有する者の死亡率が障害をもたない者

より高いことを報告している。さらに Spectorらは.死亡率が A0 Lの障害と 1A 
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D Lの防省を合わせもつ者‘ 1 A 0 Lの障害のみを有する者、障害をもたない者の

順で高 いことを明らかにした。しかし、 FillenbaumとSpeclor らの研究は、いずれ

も測定尺度の開発 を主目的 とする研究であって.生命予後との関係は 尺度の妥当 性

を示す成績としてのみ侵示さ れている 。ま た、 年齢の影響を適切に コントロールで

きていないなど分析も不十分なもので あった 。

同CCOy651は老齢扶助受給者の 5年間の死亡率と ADLおよび 1A 0 Lとの関係を

報告している。それによると、全 体での死亡率は男性で 7.0%.女性 で 5.3%であ

ったの に対し、軽家事ができない者では 12.7%と12.0%、食事の支度ができない者

では 11.1%と12.8%、洗濯ができない者では 10.7%と 9.3%、買い物ができない者

では 11.7%と 8.3%であり、 1 A 0 Lの障害と 生命予後の聞に関係が認められた。

他方‘ u脱衣ができない者の死亡率は 18.8%と21.3%、入浴ができない者では 16.4 

%と 18.7%であったから、 1 A 0 Lと生命予後との関係は、 ADLと生命予後との

関係よりも弱かったといってよい。しかし、研究対象は老齢扶助の受給者に限られ

ており、分析もきわめて不十分なものであった 。

筆者ら 181 は小金井市において、 1 A 0 Lの障害と l年間の死亡率の間に強い関

係のあるととを示す成績を得た。年齢の影響を取り除いて算出した 1A 0 Lの障害

による死亡の優比 (oddsratio) は、活動の種頻により、男性で 2.9-5.6. 女性

で 4.2-5.7であった。これは，年齢の影響を統計的に取り除いた湯合にも、 1 A 

D Lの障害を有する者には障害のない者より.男性で 2.9-5.6倍，女性では 4.2 

~ 5.7倍、早期死亡の危険があったことを意味する。しかしこの研究においては、

A 0 Lの影響がコントロ ルされていなかった。

Manton391 は、 1 A 0 LとA 0 Lの障害に関する 2年間の追跡調査の成績から‘

IADLの障害のみを有し A 0 Lの障害をもたない者の死亡率(15.2%)が、障害

をもたない者の死亡率( 8.1%) よりも高く‘ A0 Lの障害をもっ者の死亡率(障

害の程度により 20.7-37.2%) よりも低いことを明らかにした。 1A 0 Lの障害の

みをもっ者の 40.8%は 2年後にもその状態を維持しており、 9.3%は障害をもたな

くなったが、 29.0%は A0 Lの隊苦手をも合わせもつようになり 5.7%は長期ケア

施設に入所した。障害のまったくない者では、 81ι%が 2年後にもその状態を維持
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して いたので、 1 A D Lの障害の有無により 2年後の転帰(ou tcome )は大きく異

なって いたということができる。 1A D しも しくは AD Lの障害を有する者の死亡

事には性差が認 められ、女性に比べ男性で死亡率が高 か った。 1A D Lの障害を有

する k性では、男 性に比べ て 、 1 A D Lの障害のみをも っ状態、 もしくは 1A D L 

の障苫と AD Lの障害を合わせもつ状態で生存する者の割合 が 高 か った。Manton

は、この性差 が障害の頻度における性差 をもたらしていると した。こ れは筆者らが

A D Lについて得たもの I2. 151と同 ー の知見である。

地I或老 人の 1A D Lに関する研究が行われるようにな ったのは 鼠近のことである

にすぎない が、 1 A D Lの障害の頻度と、 1 A D Lの障害 に対する性 ・年齢の影響

については 、先行研究の成績はおおむね 一致していたとい ってよ い。しかし、性 ・

年齢以外の 1A D Lの関連要因、 1 A D Lと生命予後との関係については、 一層の

研究の蓄般が必要とされている。また、 1 A D Lと居住形態の関係、 AD Lと 1A 

D Lの関係、そして 1A D Lと生 命予後 ・居住形態の聞の関係に対する AD Lの影

響については詳細な分析がまたれている。本研究は、小金井市における筆者らの研

究 17. 18)の追試を行うと問時に、これらの点についての検討を行おうとするもので

ある。



1Ji.研究方法

( 1 )研究対象

調査は、 1986年 10月 l日現在で的玉県富士見市に住民票を有して いた 65歳以上老

人の全数(4908名)を対象 として、 ロ周1'1:禁(付録参照)の 郵送によって行われた 。

市報.市立 健康増進センタ 一、老人福祉セン夕 、および市内の老人クラブを通し

て調11への協 力を要請するとと もに、 .I!j¥回答者 には調査察を再度郵送して回答を求

め、忌終的には 4305名より回答を得た。有効回収率は 87.7%であった。回答者の

72 .9% は調査~に自分で記入 しており、 銭り 27. 1 % は家族その他が記入したもので

あった。家族その他による代理記入は、男性(17.2% )より女性(34.1 % )で多

く、また高齢の省、 AD Lの障害のある者で多かった。

郵送調査の回答者 4305名の うち、翌 1987年 9月30日までの 1年間に市外へ転出し

た60名( 1. 4 % )を除く 4245名について、住民登録により、調査後 l年の生命予後

を追跡 ・把録した。本研究においては、初回の郵送調査の回答者のうち、 1年間の

追跡を完了した 4245名を研究対象者とした。追跡完了群 4245名と市外転出者 60名の

聞に、性‘年齢、 ADLの差は認められなかった。

研究対象者の性別構成は、男性が 41.3%(1752名) .女性が 58.7% (2493名)で

あった。調査時点、における対象者の年齢は 65~ 100銭、平均 72.4歳であ り、市内居

住年数は o~ 97年、平問 23.8年であった。

1年間の死亡者は 107名 ( 2.5%)であり、 1年間の死亡率は男性で 3.2%、女

性で 2.0%であった。死亡率は年齢とともに上昇し、 85銭以上では男性で 14.8%、

女性で 14.日%に達した。

(2 )変数の測定

1 A D Lの障害は、パス ・電車での外出、電話、湯を沸かすごと、買い物、食事

の支度、請求書の支払い、預貯金の出し入れの 7種の活動について測定した。質問

文は以下の通りであった。

l パスや電車を使って 一人で 外出できますか
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2 一人で電話をかけられますか

3 やかんで湯を沸かせますか

4 臼用 品の買い物ができますか

5 自分で 食事の用意ができますか

6 請求苔の支払いができますか

7 銀行商金 ・郵便貯金の出 し入 れが 自分で できますか

回答はいず れも「はい J rいいえ Jのいずれかであり rいいえJと回答した者

l立、その活動について障害があるものと判断さ れた 。

これらの質問項目は筆者らが小金井市において用 いたもの I7. 181と同 ー であり、

電話と湯を沸かすことを除き、老lilf式活動能力指 標 10. I I】の質問項目の 一 部であ

る。老研式活動能力指標の質問項目は、老人自身による回答が可能となるよう尺度

の作成の過程でワーデイング等について十分に 検討されており円、小林ら 201 も自

己記入の信頼性を 確認している 。電話と湯を織かすことは、最終的には老研式活動

能力街標の質問項目に は含まれなか ったが、当初は老研式活動能力指標の質問項目

に予定され、他の質問項目と同様の検討を受け たものである円 。

IADしの障害の関連要因としては、先行研究が一致して大きな影響を認めてい

た年齢と性のほか、藤田と旗野 E引が関連要因の分析に用いた疾患のうち特に大き

な彫轡が認められた脳卒中と、それに次いで影響の大きかった骨折をとりあげた。

骨折は過去 l年以内の骨折に限定した 。研究対象者のうち 脳卒中の既往を有する者

は 9.9% (男性では 13.3%、女性では 7.4%)であり、 l年聞に骨折 した者は 4.0 

% (男性では 3.5%、女性では 4.4%)であった。

A D Lの測定には移動能力 (mobility) の指標を用いた。選択肢は以下の 6段階

であり、このうち lと 2を「低 A D L J、 3と4を「中 A D L J . 5と 6を「高 A

D L Jと再コードして分析に用いた。

1.ほとんどねたきり(トイレや食事にだけおきる人を含みます)

2. ねたり、おきたり(床は敷いであるが、気が向くとおきてくる)

3 おきているが、あまり動かない(床は敷いてないが、じっとしていることが

多い)
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4 少しは動く(気 が向い たと き、庭先に出たり、 簡単 な家事 をする)

'ぷ庭内では、ほぼ不自由 なく動き、隣近所 には l人で出 かける

6 パス ・電車 を使 って 時には外出する、あるいはそれ以上活発 である a

この AD Lの指 標 は筆者 らが小金 井市 での研究 12.-161におい て使用したもの と岡

ーで あり、この指 惇ーによって 測定 された A Dしと 生命予後お よび居住形態 との 聞に

は街怠な関連性の あること が知 られている 。移動能力には rA D Lタイプ」の 移動

能力(歩行、階段の昇段など)と r1 A D Lタイ プ」の 移動能力 (公共交通後関の

利用など) があ る とされ ている 2.】が、本指標はその両者を含 むも ので あ って 、本

指僚の 第 6段階 は、 1 A Dしの測定に用いた 活動のパス ・電車での外出と同ー であ

る。そこで ‘ 1 A D Lの障害 に対する AD Lの影響に関する分析は‘ 1 A D Lの測

定に用 いた活動のうち、バス ・電車での外出を除く 6種の活動についてのみ行われ

た。

居住形態はひとりぐ らし 、夫婦のみ、無配偶子同居、有配偶子同居の 4頬型に分

:!lさ れた 。子 ども と同 居 している者の割合(無配偶子 同居と有配偶子 同居の合計)

は、 66.9% (男 性で は63.4%‘女性では 69.4%)であった(表 2)。居住形態の分

布には性差 が認められ、 男性では夫婦のみが多く、女性では有配偶子 同居が多かっ

た。

(3 )分析方法

本研究における従属変数は、 1 A D Lの障害の有無、生存 ・死亡、有配偶子との

i司・別居 とすべて 2値であるので、分析にはロジスティック回帰分析を用いた 。 ロ

ジステ ィック 回帰分析は、従属変数が 2fl直であるときの分析方法として理論的に最

も望まし いとされている方法であって、従属変数の分布に偏りがあるときにも使用

でき、さ らに算出される優比 (oddsratio) によって、従属変数である事象の生起

に対す る独立変数の影響を評価することを可能にする 5 1， 661。分析に使用したコン

ビュータ ・プログラムは sp s s x である。

2値の 独立変数である性、脳卒中の既往の有無、 l年間の骨折の有無はダミー変

数によって表わし、女性と脳卒中の既往のある者、 1年間に骨折した者に 1、男性
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と脳卒中の銃佳 、 1年間の骨折のない者に Oを与えた。 .1¥D Lについては、高 AD 

LiこO、中 AD Lと低 ADしに lを与 えて、 AD L (移動能力 )の 障害の 布無を表

わすダミー変数を作成した 。

居住形態に 対する 1A D Lの影響に関する分析においては、有配偶子 との同居を

従属変 数と し、年齢、性、 1 A D Lの障害の有無と、先行研究において有配偶子と

の伺 .)]1)居に影響するとされている配偶者の有無 1". 1 6. 1> 7 I を独立変数とした。 1

A D Lの障害Zの有無と配偶者の有無はダミー変数によって表わし、 1 A D Lの隊害

のある者 と配偶者のいない者に l‘障害のない者と配偶者のいる者に Oを与えた 。

なおこの分析の 際には、無配偶子同居と子どものいないケースを除外 し、ひとり

ぐらしと夫婦の みを有配偶子との月1)居とした 。子どものいな いケ ースを除外したの

は、 Fどもがいな い場合には子どもとの同 ・月111きをとりあげること自体が無意味だ

からであり‘;無 配偶子同居を除外したのは、無配偶子同 居が通常 は他の居住形態よ

りも早いライフ ・ステージにあり、やがては有配偶子との同居もしくは別居に移行

するものと 考えられるからである。



jV. 研究結果

(1)附3の頻度と関連姿|到

性・年齢別にみた 1A D Lの降寄の頻度は表 3の通りであった。研究対象者全体

についてみた障害の頻度は、パス ・電車での外出で 17.1%‘電話で 8.2%、湯を沸

かすで 6.7%、買い物で 10.9%、食事の支度で 13.8%、請求さ;の支払いで 11.3%、

預貯金の出し入れで 16.1%であり、 7級の活動のうちのいずれか lつ以上で障害が

認められた者は 24.5%であった。

7 縄の活動の間には、 φ 係数で .535~ . 707の有意な正の関連性があり、 lつの活

動に障害のある者は他の活動の障害をも合わせもつ傾向が認められた(表 4)。し

かし‘ Guttman尺度構成J去を適用したところ、男女いずれにおいても、また男女合

計においても、再現性係数は 8に逮せず、活動聞の階層的(hierarchical)な関

係は認められなかった。

障害の頻度は、男女いずれにおいても.またいずれの活動についても、年齢にと

もなって顕著にt曽加し、抗議以上では、 73.6%がパス ・電車を使って一人で外出す

ることができず、 81.9%が 7磁の活動のうちの少なくとも lつについて障害を有し

ていた。 1A D Lの障害に対する年齢の影響は、いずれの活動についても有意で

あり、ロジスティック回帰分析により 5歳の婚について算出した優比は、男 性で

1. 711~2.184 、女性で 2.291~2.518 であった(表 5) 。これは障害のオッズ

( odds 障害を街する者の割合÷障害のない者の割合)が、年齢の 5綾の I曽ごと

に、男性で1. 711~2. 184 倍、女性で 2. 291~2. 518倍になったことを意味する。

段も大きな優比が観察された活動は、男性では電話、女性では食事の支度であ り、

最も小さな優比が観察されたのは、男性では食事の支度、女性では請求書の支払い

であった。年齢による優比は‘いずれの活動についても‘男性より女性において大

色色、つ Tこ。

年齢と性を独立変 数とするロ ジスティック回帰分析により年齢の影響を取 り除い

たとき、電話と貰い物を除く 5つの活動について、障害の頻度に有意な性差 が認め

られた(表 5)。有意な性差が認められた活動のうち、湯を沸かすことと食事の支
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度では女性より男性において慨も'の頻度が高く、パス・電車での外出、 5百求芯の支

払い、頑貯金の出し入れでは‘5<1'1において障害の頻度が高かった。 7緩の活動の

うちのいずれか lつ以上に防今害を侍する者の頻度には、有意な性差が認められなか

った。 男性を基準とじて'i'):出した俊比は. /.昌を沸かすことでは O.734、食事の支度

では O.426であり、障害のオッズが、それぞれ女性では男性の O.734倍、 O. 426 f音

であ った。 他方、ハス・電車での外出では 1.570倍、請求書の支払いでは1.294 

{昔、商貯金の出し入れでは1.601倍であり、男性より女性で障害のオッズが大きか

った。

脳卒中の既往の有無別にみた 1A 0 Lの障害の頻度は表 6の通りであって、男女

いずれにおいても、またいずれの活動についても、脳卒中の既往を有する者で際害

の頻度が高かった。脳卒中の既往の有無による差は、ロジスティック回帰分析によ

って年齢の影響を取り除いても消失せず、優比は男性で 6.067~ 12. 441、女性では

4.738~ 10.265 であ った。これは殴害のオッズが、脳卒中の既往を有する者では、

既往のない者に比し、男性で 6.067~ 12. 441~昔、女性で 4. 738~ 10. 265倍も大きか

ったことを怠味する。畳一も大きな優比が観察された活動は、男女いずれにおいても

湯を沸かすであり、最も小さな俊比が観察されたのは、男性では食事の支度、女性

では預貯金の出し入れであった。

i年間の骨折の有無月1)にみた 1A 0 Lの障害の頻度は表 7の通りであって.いく

つかの活動について 、 l年間に骨折した者で殴害の頻度 が有意に高かった。年齢の

彫響を取り除いたときに、骨折の有無による有意な差が認めら れた活動は、男性の

電話、湯を沸かす、買い物、預貯金の出し入れのみであって、有意差が認められた

活動の内容に関連性はなかった。また、骨折の有無による優比は縁大でも 2.665で

あり、脳卒中の既往の有無による優比と比べ小さかった。

(2 )居住形態との関係

IADLの障害の有無別にみた居住形態の分布は表 8の通りであって、男性の買

い物と預貯金の出し 入れを除き、 1 A 0 Lの障害と居住形態の閉に有意な関連性が

認められた。男女いずれにおいても、障害のある者では障害のない者に比べ、有配
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偶子同居の割合が高く、夫婦のみの ;~lJ 合が低かった。男性においては‘ 7 径の活動

のうちのいずれか lつ以上に限3のある者では有配偶子同居が 48.2%、夫婦のみが

22.6%であったのに対し、 F車1!fのまったくない者では 39.5%と30.7%であった。女

性では、障害を有する者では 66.0%と 5.9%であったのに対し、防Eのない者では

47.2%と15.9%であった。

しかし表 8には.やがては有配偶子との同居もしくは別居に移行すると考えられ

る無配偶子同居や、子どもとの同 ・別居を問うこと自体が無意味な子どものいない

ケースが含まれており、年齢の影響も コントロールされていない。そこで、無配偶

子同居と子どものいないケースを除外し、位、年齢、配偶者の有無、お よび 1A D 

Lの隊菩の有無別に 、有配偶子との同居率を みると表 9の通りであった 。なおとこ

では、 7種の活動のうちのいずれか lつ以上に障害のある者を 1A D Lの障害あり

とした。表から明らかなように、有配偶子との同居率は、男性より女性、 74歳以下

の者より 75歳以上の者、配偶者のいる者よりいない者、そして 1A D Lの障害のな

い者より障害を有する者で高かった。

ロジスティック回帰分析により独立変数相互の影響を取り除いても、ごれらの変

数の影響は消失せず、性、年齢、配偶者の有無、そして 1A D Lの隊害の有無の、

有配偶子との同居に対する有意な影響が認められた(表 10 )。ロジスティック回

帰分析によって 算出された 1A D Lの自主審による優比は 1.895であり‘他の変数の

~~轡をすべて取り除いたとき、有配偶子との同居のオツズは、目立寄のある者ではな

い者の 1.895倍大きかった。

(3 )生命予後との関係

1 A D Lの障害の有無}jIJにみ た l年間の死亡率は表 11の通りであった。男女い

ずれにおいても、またいずれの活動についても、障害を有する者の死亡率は障害の

ない者の死亡率よりも高か った。ロジスティック回帰分析により年齢の影響を取り

除いたときにも、障害の有無による死亡率の差は消失せず、 l年間の死亡と 1A D 

Lの障害との問には有意な関連性が認められた。 1A D Lの障害による優比は、活

動の種類により、男性で 2.425-5.445、女性では 3.843-6.433 であった。最も



大きな{壁比 が観察された活動は.男性ではパス ・電車での外出、女性では電話であ

り.長も小さな優比が観察されたのは、男性では電話、女性では国貯金の出 し入れ

であった 。

J ，¥ D Lの障害を有する者の死亡率は ‘電話を除き、女性より男性において高か

った。し か し、障害を有する者のみについて年齢と性を独立変数とするロジスティ

ック回帰分析を行い、年齢の影響を取り除いたとき、有意な性差が認められた活

動は、パス・電車での外出、ロい物、預貯金の出し入れの 3つのみであった(表

J 2 )。 これらの活動について、性による死亡の優比は 0 . 422~0.530 であり、死

亡のオソズが、男性では女性の 1.887-2.370倍であった。 7慢の活動のうちのい

ずれか lつ以上に障害がある者につ いても有意な性差 が認められ、侵比は O.525で

あった。また、電話を除くこのほ かの活動に障害の ある者につい ても、年齢の影 響

を取り除いたときの優比は l未満であり‘死亡率 が女性より男性で 高いことを示し

たが、統計的有意水準には達しな かった 。

(4) A 0 Lの影響

性 .ADLの水準耳1]にみた TA D Lの障害の頻度は表 13の通りであった。男女

いずれにおいても‘またいず れの活動につい て も、 AD Lの水準と 1A D Lの障害

の間にはきわめて強い正の 関連性が認められ、両者の関連性は y 係激で 885-.971

であった。パス ・電車での 外出を除く 6種の活動のいずれか Iつ以上に障害 を有す

る蓄の頻度は、高 AD L 鮮では男性で 15.3%、女性で 14.0%であったのに対し、 i!l

A D L群においては男性で 93.9%、女性で 95.9%であり、中 ADL群におい ても男

性で84.3%、女性で 78.3%であ った。ロジスティック回帰分析によ って年齢の彫響

を取り除いても. A D Lと 1A D Lの間の関係は消失せず、 ADLの障害による優

比は、男性で 37.452~92. 738、女性では 13.636-93.292であった 。最も大きな優比

が観察された活動は男女 とも 日用品の買い物であった が、これ以外の活動について

は、 1憂比は女性より男 性において大きかった 。

性・年齢別にみた A D Lと 1A D Lの分布は表 14の通りであって、男性の 87.6 

%と女性の 86.8%は高 AD Lであった。しかし、年齢とともに低ADL群と中 AD

1 9 



LR手が顕著ーにW!h日し、高 AD L i洋は減少した。さらに、高 AD L併においても 1A 

o Lの防容を何する者が、男性で 13.4%、女性で 12.1%存在 し.年齢とともに顕:苦

にI骨j旧した。高 AD L群について、 1 A D Lの障害を従属変数、 年齢を独 立変数と

するロジスティック回帰分析を行い.年 齢の 5歳のI曽につい て優比を算出すると‘

優比は男性でl.705、女性では 2.608 (いずれも p < . 01 )であった。

A D Lおよび 1A D Lの障富の有無別にみた有配偶子との同居率は表 1"の通り

であった。男女いずれにおいても、高 AD L 群の 1A D Lの隊害のない者で同属率

が低く、高 AD L群の 1A D Lの障害を有する者、中 AD L il卒、低AD L群の間に

は同居率の差 が認められなか った。年齢 、配偶者の有無、 AD Lおよび 1A D lの

障害の有無を独立変数とするロジス ティック回帰分析によ って独立変数相 互の影響

を取り除いたとき、男女いずれにおいても、有配偶子との同居に対する 1A D Lの

障害の有窓な影響が認められた。しかし、 ADLの障害の影響は統計的有意水準に

達しなかった。 1A D Lの障害の影 響は、男性より女性において強かった 。

A D Lおよび 1A D Lの障害の有無別にみた 1年間の死亡率は表 16の通りであ

って.男女いず れにおいても、低 AD L il字、中 ADL群、高 AD L群の 1A D Lの

障害を有する者、高 AD L 群の 1A D Lの障害のない者の順で死亡率が高か った。

男女いず れにおいても、生命予後に対する ADLの障害の有志:な影響は、年齢と I

A D Lの障害の影響を取り除いたときにも消失しなかった 。し かし 1A D Lの障害

の彫轡は 、AD Lの障害の影響よりも小さく、年紛と AD Lの限筈の彩轡を取り除

いたとき、女性においては統計的有意水準に達しなかった 。
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V.考案

以上の研究成績は、研究対象者数と回収率からみて、局 玉県富士 見市在住の 65歳

以上人口の実態を代表しているものと考えられる 。郵送調査の有効性はすでにいく

つかの研究によって確認されており 68-721 回収率が低くなりがちであるというそ

の短pJT69. 7 I Iも本研究においては克服することができた 。 また、 [ A D Lお よび A

o Lの評定について、調査察への自己記入と面復調査がほぼ同一の結果をもたらす

ことは、多次元機能評価調査票 21-23)を用いた MorrisとBoulelle'31 に よっ ても、

小林ら 2引によっても確認されており、その意味でも上述の成績は信頼するにたる

ものということができる。

本研究において[A D Lの障害の有無は、原則として、個々の活動の遂行に関す

る対象者の自己評定に基づいて評価された。 Rubensteinら 7叫によれば、老人自身

による評定では、専門職による評定と比べて、 1 A D Lおよび ADLの障害の程度

が低く評価される傾向にある。 Rubensteinらの成績は 61名の入院患者について得ら

れたものであったが、多数の地域老人を対象とする調査研究においては、研究対象

者の日常生活の全般を熟知した専門職を得て‘その客観的な5平定を求めることは不

可能である。そのため、ほとんどの先行研究が研究対象者の自己評定に依存する方

法で行われてきた 3，。本研究も、それらの先行研究と同じく、 Wareら，.，のいう実

行可能性(practicality) を重視して、研究対象者の自己評定に依存するものであ

った。

Kivela761 は、 A D Lについては 致する老人自身による評定と専門織による評

定が、 1A D Lについてはほとんど一致しないことを示す成績を得た。しかしこれ

は、 Kivelaが個々zの活動について「できない」と「していない」を向ーのカテゴリ

ーとして汲ったためと考えられる。 1A D Lの測定に用いられる活動では、 ADL

の測定に用いられる動作については確実に成立する「できればする (ifyou can 

You will) Jという仮定が成立せず、 「していない」ことは「できないJことを怠

味しない2υ そこで本研究においては、活動を実際にしているか否かではなく‘す

ることが可能か否かがもっぱら質問された。そして 、Lawton引が注意を喚起してい



る社会的 ・文化的に規定された性役;0，1/のL45響や、 「やればできるが、する必要がな

|い Jという 人々の存在にもかかわらず 附に時当を認めず 「できる J rでき

ない Jの 二者択ー を求めた。このような調査方法がとられたのは、 1 A D Lが外的

(社会 的)環岐に適応し、地域での独立した生活を維持していくうえで必要不可欠

な能力である2<・"，以上、当面の必要性の街無とは独立した、能力の有無の把濯を

めざすことが適当と判 断されたから である。また、二者択ーを求めたのは. 2値の

回答を求めたときのほうが、専門職による.;if)'Eに近い結果をもたらすという先行研

究の知見 77. 78)があったた めである 。

本研究成総は、全体として、筆者らが東京都小金井市において得た研究成績

L 7. ] 8)および国内的地媛で行われた先行研究の成績 I9. 20)に 一致し、それらの研究

の知見を 確認するものであった。すなわち、研究対象者全体における 1A D Lの障

害の 頻度は、 国内 他地被での先行研究とほとんど一致し、本研究成績と先行研究と

の差は 、段大でも 5%未満であった 。しかし、直径法によって性 ・年齢調整を行っ

た後の頻度で比較すると、本研究において観察された障害の頻度は、筆者らが小金

井市において 観察した頻度'"よりも高か った(表 17 )。これは、小金井市が東

京都の中でも特に社会 ・経済的に 恵まれた地域であり、さらに訂正死亡率が都内市

区町村の中で忌も低いなど健康面でも特に恵まれた地域であること 7引を反映した

ものであるかもしれない。

先行研究が一放して認めた加齢にともなう 1A D Lの障害の附加は、本研究にお

いても確認され、年齢とともに、障害の頻度は顕著に培加した。したがって、藤田

と篠野 ，.，および小林ら 20' が指摘しているように、高齢の老人において障害の頻

度が高いことには特に注意する必要がある。 1A D Lの障害に対する年齢の影響を

評価す るために 5歳の滑について算出した優比は、男女いずれにおいても、またい

ずれの活動についても大きく .筆者らが小金井市において観察した値と異ならな か

った。

食事の支度、パス ・電車での外出など の活動について、先行研究が認めた障害の

頻度における性差は、本研究においても儀認された。年齢の影響を取り除いたと

き‘食事の支度では女性より男性において、パス ・電車での外出、請求書の支払
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い‘ f責貯金の出し入れでは、男性より女性において.障害の頻度が有rJ:に高か っ

た。 しかし、小金井市での筆者らの研究成紛では有さな性差が認められた屯話と買

い物について、本研究では有意差が認められず、反対に小金井市では有意差が;Eめ

られなかった湯を沸かすことについて、本研究では有意な性差が観察され、女性よ

り男性において障害の頻度が高かった。

飯田と ni(野'引が報告している 1A 0 Lの障害に対する脳卒中の影響は本研究に

おいても fiffaされた。男女いずれにおいても、またいずれの活動についても、脳卒

中の既往を有する者では障害の頻度が顕著に高く、年齢の影響を取り除いたときに

も、脳卒中の既往の有無による差は消失しなかった。他方、 1年間の骨折の有無に

よる差は、脳卒中の既往の有無による差に比べて小さく、男性において、いくつか

の活動について有意差が認められたにすぎない。また、有意差が認められた活動の

内容に関連性を見出すことはできなかった。 1A D Lの障害に対する骨折の彫響を

明らかにするためには.骨折の部位や原因をも考慮にいれた、より詳細な分析が必

要とされよう。

1 A D Lの障害の有無と居住形態の聞には有意な関連性が認められ、位、年齢、

配偶者の有無の影響を取り除いたときにも、障害を有する者は有配偶の子どもと悶

居する傾向にあった。海外の先行研究 44-5 0 Jにおいても、配偶者以外の者(主とし

て子ども)と同居している老人は、同居していない老人に比べて健康度が劣り、 I 

" D しもしくは AD Lの障害の頻度が高いとされていた。本研究成績はそれらの先

行研究の知見を‘日本の老人についても確認するものであったということができ

る.また、筆者ら げ i 同 3はすでに、 AD Lの障害を有する者は有配偶の子どもと同

居する傾向にあることを明らかにしているので、本研究成績から、 1 A D Lは A 0 

Lと閉じように、老人の居住形態に影響するものであったということができる。

筆者ら I.)および Manton39J が認めた 1A D Lの障害と生命予後との関係は本研

究においても確認された。男女いずれにおいても、またいずれの活動についても、

障害を有する者の死亡率は障害のない者より有意に高く、年齢の影響を取り除いた

ときにもこの差は消失しなかった。筆者らの小金井市での研究成績 1引と比較する

と、lIll害のない者の死亡率はほぼ同じであるにもかかわらず.小金井市での成績で
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i;!:、防'&を有する者の死亡率が本研究成績よりも高く‘このため本研究における よ

りも大 きな僚比が観察された 。小金井市において本研究よりも低い障害の頻度が観

察されたこと(表 17 )の背最には、障害を有する者の死亡率に差があったことが

考え られる 。換 言 すれば、小金井市の老人は、本研究の対象者と比べて、死の直前

まで I.d， D Lの障害をもたず、その結果、障害の有無による死亡率の差が大きく.

また全体と しての障害の頻度が低かったということができょう。

.¥lanlon39J が報 告 している隊害を有する者の死亡率における性差は、本研究にお

いて は‘パス・電車での外出、買い物、預貯金の出し入れに障害のある者と、 7種

の活動のうちのいずれか lつ以上 に障害を有する者について認められた。しかし、

障害の頻度が男性より女性で有意に高かった活動(表 3、表 5参昭)のすべてにつ

いて.このような性差が認められたわけではなかった。したがって本研究成績は、

陵~を街する者の死亡率における性差が障害の頻度における性差に関連していると

する Mantonの知見が、とりあげる活動の種類による制約を受けるものであったこと

を示し たものと考えられる。しかし. )lantonは 1A D Lの測定にどの活動を問いた

かを明 らかにしていないので、本研究成績がMantonの知見にどのような修正を加え

るもの であったかは不明である 。

本研究においては、藤田と綴野 l引および Fillenbaum'" が報告している活動問

の階層的な関係は観察されなかった。しかし、本研究において用いられた活動は、

藤田と絞野および Fillenbaumが用いた活動とは異なるので、それらの先行研究と本

研究とを比較することはできない。

活動問の関係は、当然のととながら、とりあげる活動の倭類によって変化する。

また、活動の種主買によって JA D Lの障害の頻度が異なって評価されるごとは、こ

れまでくり返し明らかにされてきたところである。さらに本研究成績からは、骨折

の有無と 1A D Lの障害との関係や障害を有する者の死亡率における性差も、活動

の種類によって異なることが明らかになった。

JADLについては研究の歴史が浅く、さらに Lawtonら 8. 9 Jが手段的自立の水準

の活動能力および 1A D Lの定義を明確にしなかったことから、 1 A D Lの測定に

用いるべき標準的な活動の種類について合意が成立するには至っていない。標準化
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された JA D しの i!!ll定尺度の開発が必裂とされている。筆者らが開発した老研式活

動能力指標 I0 1 1)は、 [ A ])しのみではなく、 Lawlon引のいう状況対応と社会的役

割の水準の活動能 力をも 含む尺度であるが、老年人 口全 体における 生活の自立性、

すなわちその健康度， ，を測定するための標準的な尺度となりうるものと考えられ

る。

A D Lと rA D Lの悶には、きわめ て強い 正の 関連性が認められた 。低 A D L 群

では男性の 94.7%、女性 の95.9%が、パス ・電車での 外 出 を除く 6種の活動のいず

れか l項目以上に開蓄を有しており、 AD LのF亘書を有する者は[A D Lの障害を

も合わせもつ傾向に あ った。同 様の 知見は Speclor ら 2刊によっても報告さ れて お

り‘ Spector らは‘両者の 強い関連性・階層性のゆえに、 A D Lと 1A D Lは 1次

元の連続休であるとした 。本研究成絡におい ては、 ADLの障害のみを有し 1A D 

Lの障害をもたない者の頻度が Spector らの報告よりも高かったが、これは本研究

がAD Lの測定に 6段階の移動能力の指標を用い、 IADLの測定からパス ・電車

での 外出を除外 したのに対し、 Spector らが ADLの測定に A D L I昔懐 5 引のうち

の食事、 移動、む脱衣、入浴の 4項 目を用 い、 r A D Lの測定に遠方への 外出を加

えていたために生じた差である。

生命予後に対する 1A D Lの障害の影響は、 AD LのlllJ害の影響よりも小さく、

A D Lの彫響を取り除くとその影響を減じ、特に死亡率の低い女性では統計的有意

水準に達しなかった。これは AD Lの障害を有する蓄の多くが 1A D Lの障害を合

わせもち、かつ高い死亡率を示したことによるものである。しかし男女いずれにお

いても、 l年間の死亡率は、低 A D L鮮、中 AD L群、高 A D L群の 1A D Lの障

害を有 する者、 1 A D Lの障害をもたない者の順で高く、生命予後との関係におい

て IADLの障害のみを有する者が、 ADLの障害を有する者といずれの障害をも

もたない者の中間に位置するごとを示した。同僚の知見は Spector ら 271 、 Manton

'"‘ McCoy6引によっても報告されており、これは ADLと 1A D Lの連続性を示

唆し、同時に 1A D Lの障害のみを有する者がいわゆる"ボーダーライン層 " であ

ることをも示唆する成績であると考えられる。さらに !Y1antonは、 1 A D Lの障害を

有し AD Lの障害 をもたない老人の栂当数が、 2年以内に A D Lの障害 をも合わせ
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むつに至ることを示し、こ れらの老人が、政置すると 重介認を要する状態に 移行し

やすいという立味でも"ボ ー ダーラ イン府" である こと を明らかにした 。

この"ボーダーライン庖 "は 年 齢とともに顕著に増加し、 85歳以仁の男性では

高AD L 降一一少なくとも「家庭内では不自由なく動く J移動能力を何する者一ー

においてもその 39%、女性ではその 70%が 1A D Lの障害を有する“ボーダーライ

ン脳 "で あった 。本研究において問いられた移動能力に基づく ADしの指標は、地

域老人を対象とするスクリーニング 調査で総合的な AD Lの指標とし てしばしば 使

用され、 Kalzら 5. 6)の AD L指標などよりも多くの調査対象者を低 AD Lも しくは

中A Dしの目立寄老人として析出するものである。この指標によってもとらえられな

い "ボ ー ダー ライン層"の存在と、その年齢にともなう地加が、 AD Lと問時に I

A Dしを考慮することによって明ら かにな った。この “ボーダー ライン層 "は、従

来は見逃されていた保健 ・福祉サービスの対象である。

1 A D Lは地I或での独立した生活を維持していくうえで必要不可欠な能力であ

る"I から、 1 A D Lの障害を有する者は、必然的に、必要な活動の代行を誰かに

末めなけ ればならない 。本研究と同 ー の地域において行われた筆者らの研究 801 に

よれば、公的 サービス をすでに受けている老人においですら、そのような代行は、

もっぱら同居家族によってなされていた。本研究成績によれば‘居住形態に対する

IADLの影響は、 AD Lの影響をコントロールしたときにもなお有意であり、高

A D L 群の 1A D Lの障害を有する者と低 AD L隊、中 AD L Il干の間に、有配偶 子

との同居率 の差は認められなかった。この背最には、 1 A D Lの障害を有する者

辻、 AD Lの水準のいかんに関わりなく、子どもと向居しないかぎり必要な活動の

代行者 を得ることができず、したがって地綬で生活していけない現実があったもの

と考えら れる。 れ ndelとWright<刊は、ひとりぐらしと夫婦のみの老人の多くが、

その居住形態をみずから選んでいた (bychoice )のに対し、配偶者以外と同居し

ている 者の多くは、必要上やむをえずその居住形態であった (bynecessity) こと

を報告している が、それと同様のことが、 日本の老人 においても起こ っている(あ

るいは 起こりつつある)と考えるべきであろう。

有配偶子との同居に対する A D Lの影響』は、 1 A D Lの影響をコントロールする
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と消失した。これは、筆者らが小金井市で得た AD LのFZ3を街する哲は有配偶の

子どもと同居する傾向にあるという成績 I-4. I 61 が、 AD Lの障害そのものではな

く、 AD Lの障害にともなう 1A D Lの障害によるものであった可能性を示唆する

知見である。 1A D Lの居住形態に対する影響が A D Lの影響よりも強かったこと

は、外的(社会的)な環境に適応し、 I也I或での独立した生活を維持していく能力で

あるという 1A D Lの特性 24-271を的確に示てしおり、さらに家核を中心とする老

人のソーシャル ・サポート ・システムに関する研究の出発点として、 AD Lよりも

1 A D Lの方が適していることを示すものと考えら れ る。老人のソーシャル ・サポ

ート・システムについてはおびただしい数の研究の蓄慣がある 8 I -831が、 1 A D L 

の障害との関係に着目して行われた研究はきわめて少なく、 IADLの障害を街す

る老人にとってどのような手段的(i ns trumen tal) また表出的(expressive)なサ

ポートが必要であり、またそれらが老人の転帰にどのような影響を及ぼすかは明ら

かでない。本研究は、地被老人の全数を対象として、 1 A D Lの障害を有する蓄の

頻度と関連要因、 1 A D Lが居住形態と生命予後に及ぼしている影響、さらに AD 

Lと 1A D L の関係と従来保健 ・福祉サービスの対象としては見逃されていた"ボ

ーダーライン層旬の存在を明らかにすることを目的としたものであって、ソーシャ

Jレ・サポート ・システムの分析に立ち入ることはできなかった。 1A D Lの隊害と

の関連において老人のソ ーシャル ・サボ ト ・システムについて検討することは、

今後に残された重要な研究諜題である。
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陥を終えるにあたり、御指導、御校閲をいただいた東京大学医学部保健社会学識

6i I福田恭一教伎と、東京都老人総合研究所疫学部 柴田博博士に心から御礼申し

上げます。

また調査の実施にあたりご尽力下さった富士見市立健康増進センターの内田恵美

子氏(当時)と 綴員の方々、また調査に回答していただいた在宅老人と家族の方々

に御礼申し上げます。
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&1 先行研究におけるIADLの障害の頻度 (%) 

文献 Aniansson Branchと Cornoni -Huntley WH0351 

ら2引 Jette3 l. 32) ら33.3"')

J~倉地域 Gothenburg Framinghum East lowa New フィリ マレー

soston Haven ピン シア

対象者の年齢 70 55-84 65- 65- 65- 60- 60-

選方への外出 8' 1 8 < 

電話

湯を沸かす

買い物 8< 。 6 

食事の支度 2 1 < 

経家事 14b 23< 

重家事 30 4 5 35 35 

金銭の管理

請求書の支払い

筒貯金の出し入れ

服薬

文献 F i llenbaum" 1 筆者ら "1 藤田 ・簸野1引 小林ら201

調査地主要 Durham Virginia Cleve 小金井市 品川区.清水市 佐久市

landd 鳥取県中部

対象者の年齢 65- 65- 65- 65- 65-89' 60-

迫方への外出 24 25 23 14' 15 15' 

電話 1 0 9 8 9 9 

湯を沸かす 6 

買い物 24 20 23 10 10 11 

食事の支度 17 12 14 16 16 14 

経家事 15 

重家事 29 25 30 

金銭の管理 1 2 12 1 1 9' 

請求書の支払い 10 10 

預貯金の出し入れ 14 14 

ijfl薬 9 6 6 4 

(iX頁に続く)



表 1 i.主

. ~草富喜一のための交通サービスを必要とする者の瀕度

b ホームヘルプを必要とする者の頻度

c 何らかの援s}Jを必要とする者の頻度

， Spectorら281 が報告している地I或老人のサンプルと同じ

e 昭和59年 10月 l 日現在の全国の65~89歳人口を惇準人口とする性 ・ 年齢調整後の頻度

'パス ・電車での外出

Z 郵便貯金 ・銀行預金 ・年金の管理

4 0 



表2 居住形態の分布 (%) 

男性 女性 Z十

ひとりぐらし 3.5 9.5 7.0 

夫婦のみ 27.5 l2.0 l8.4 

無配偶子同居 24.0 22.0 22.8 

本人有配偶 2l. 5 9.4 l4.4 

本人焦配偶 2.5 l2.6 8.4 

有配偶子同居 39.4 47.4 44. 1 

本人有配偶 3l. 1 16.8 22.7 

本人無配偶 8.3 30.6 21.4 

その他 ・不明 5.6 9.1 7.7 

5十 lOO.O lOO.O 1 00.0 

χ2 = 200.342. df = 3. p < .Ol ( Iその他・不明」を除く)

χ2 = 743. ll4. df = 5. pく Ol ( Iその他・不明Jを除き、本人の配

偶者の有無を考慮した場合)



ム3 i性・年齢別 1 A D Lの障害の頻度 (%) 

ハス ・電車での外出 '屯訴をかける やかんで湯を沸かす

年齢 男性 女性 計 男性 女性 圭口ふ1 男性 女性 3十

6õ~69 5.8 7.0 6.5 2.8 2.8 2.8 2.5 2. 1 2.3 

70-74 12. 1 14.7 13.5 5.3 3.7 4.4 7.0 2.3 4.3 

75-79 17.5 27.4 23.3 11.3 l日3 10.7 8.2 7.8 8.0 

80~84 31. 4 42.4 38.0 21. 1 19.7 20.3 17日 13.9 15. 1 

85- 50.9 84.5 73.6 41.5 57.3 52.1 40.4 46.8 44.7 

ロト4ト 13.5 19.6 17.1 7.9 8.4 8.2 7.4 6.3 6.7 

日用品の買い物 食事の支度 請求書の支払い

年齢 男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 5十

65~69 4.2 3.9 4.0 8.9 3.3 5.6 3.5 4.5 4.1 

70-74 9.8 7.5 8.5 20.0 5.4 11. 8 9.0 8.4 8.7 

Î5~79 13.6 14.9 14.3 24.5 14.3 18.4 12.3 15.3 14. 1 

80-84 22.0 22.9 22.5 33.8 23.0 27.3 20.0 30.2 26.1 

8o- 40.4 62.7 55.6 50.0 62.4 58.4 46.2 63.0 57.5 

10.3 11. 3 10.9 18.7 10.3 13.8 9.6 12.6 11. 3 

商貯金の出し入れ いずれか l項目以上

年齢 男性 女性 計 男性 女性 2十

65-69 5.8 7.3 6.7 11. 7 10. 1 10.7 

70-74 12.3 13.7 13.1 24.4 20.9 22.5 

75-79 14.4 24.7 20.5 31. 1 35.9 33.9 

80-84 25.4 40.1 34.3 45.9 50.5 48.6 

85- 49.0 81.5 71.1 62.0 91.4 81.9 

計 12.4 18.7 16. 1 23.6 25.1 24.5 
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表4 活動聞の関連性 (φ係数)

2 3 4 5 6 7 

バス ・電車での外出

2 電話をかける .513 

3 やかんで湯を沸かす .538 .658 

4. 日用品の買い物 ー101 .511 654 

5 食事の支度 .518 535 628 631 

6 請求書の支払い .608 612 633 651 595 

7.預貯金の出し入れ .100 .580 553 656 .559 682 

いずれも p< .01 



表5 IADLの障害に対する年齢と性の影響 (ロジスティック回帰分析による優比)

男性 女性 言十

年齢a 年齢・ 年齢b 性c

パス ・電車での外出 1. 916・・ 2.459・・ 2.245・・ l. 570・・

電話をかける 2. 184・・ 2.485・・ 2.365・・ 0.967 

やかんで湯を沸かす 2.062・・ 2.479・・ 2.296・・ 0.734・

日間品の買い物 1. 857・・ 2.303・・ 2.123・・ l. 028 

食事の支度 1. 711・・ 2.518・・ 2.084・・ 0.426・・

請求書の支払い 1.965・・ 2.291・・ 2.170・・ 1. 294・・

情貯金の出し入れ 1. 796・・ 2.337・・ 2. 129・・ 1. 601・・

いずれか l項目以上 1.814・・ 2.413・・ 2. 146・・ l. 041 

a ロジスティック回帰分析により‘ 5歳のI曽について算出した優比

b ロジスティック回帰分析により性の影響を取り除き、 5歳の増について算出した優比

巴ロジスティック回帰分析により年齢の影響を取り除いて算出した男性に対する女性の

優比

p < .05. .. p < .01 
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表6 性 ・脳卒中の既往の有無月1) 1 A 0しの障害の頻度と優比

男性 女性

既往 既往 {憂比a 既往 既往 優比a

なし あり なし あり

パス ・電車での外出 7.9 % 47.9 % 1 J. 539・・ 16.7 % 55.4 % 6.992・・

電話をかける 4.5 29.5 9.098・・ 6.6 32.4 7.312・・

やかんで湯を沸かす 3.7 31. 2 12.441・・ 4.4 29.2 10.265・・

日用品の買い物 5.9 37.8 9.763・・ 9.1 40.0 7.220・・

食事の支度 13.5 49.1 6.067・・ 8.2 38.7 8.152・・

請求舎の支払い 6.0 32.5 7.586・・ 10.4 40.8 6.304・・

預貯金の出し入れ 7.8 42.7 8.810・・ 16.5 47.6 4.738・・

いずれか i項目以上 18.2 57.3 6.088・・ 22.3 61. 0 5.850・・

a ロジスティック回帰分析により年齢の彫轡を取り除いて算出した脳卒中の既往なしに対する既

往ありの健比

• p < .01 
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表7 性・ l年間の骨折の有無月11 [ADL の障害の頻度と優比

男性 女性

骨折 骨折 (愛比・ 骨折 骨折 {憂比a

なし あり なし あり

バス ・電車での外出 12.5 % 18.2 % 1.355 19.1 % 19.6% 1. 179 

電話をかける 6.9 16.4 2.352・ 7.8 9.2 1. 057 

やかんで湯を沸かす 6.2 16.4 2.665・ 5.5 8.2 1. 236 

日用品の買い物 9.2 19.6 2. 191・ 10.7 13.4 1.089 

食事の支度 17.6 25.5 1. 447 9.6 14.4 1.384 

請求書の支払い 8.4 14.5 1. 601 12.1 14.7 1. 104 

預貯金の出し入れ 11.0 22.2 2.086・ 18.5 16.8 1. 379 

いずれか l項目以上 22.0 33.3 1. 579 24.6 25.8 1. 061 

ーロジスティック回帰分析により年齢の\t~響を取り除いて算出した 1 年間の骨折なしに対する骨

折ありの倭比

• p < .05 



表8 性・ IADLの障害の有無月11 居住形態の分布 (%) 

パス ・電車での外出

男性 女性

障害 障害 F立筈 F主筈

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.6 4.8 10.9 7.6 

夫婦のみ 30.1 20.5 15.2 5.8 

無配偶子同居 25.8 23.8 24.5 22.4 

有配偶子同居 40.5 50.9 49.4 64.2 

2十 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ， (3 df) 11. 699・・ 42.310・・

電話をかける

男性 女性

障害 障害 障害 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.6 4.9 10.3 10.2 

夫録のみ 30.0 15.6 14.1 4.3 

無配偶子同居 25.9 20.5 24.5 19.9 

有配偶子同居 40.5 59.0 51. 1 65.6 

i十 100.0 100.0 100.0 100.日

χ， (3 df) 19.186・・ 20.737・・

(次頁に続く)
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表8 (続き 1) 

やかんで湯を沸かす

男性 女性

障害 障害 障害 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.5 6.9 10.2 12.4 

夫婦のみ 29.6 19.0 13.9 4.4 

無配偶子同居 26. 1 19.0 24.4 19.1 

有配偶子同居 40.8 55.1 5l. 5 63.5 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ2 (3 df) 15.012・・ 14.143・・

日用品の買い物

男性 女性

障害 障害 障害 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.5 5.5 10.1 1.2 

夫婦のみ 29.6 22.1 14.4 4.8 

経配偶子同居 25.9 22.1 24.1 19.9 

有配偶子同居 4l.0 49.1 50.2 68.1 

計 100.0 100.0 10目。 100.0 

χ2 (3 df) 1.511 34. 136・・

(次頁に続く)
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};:8 (続き 2) 

食事の支度

男性 女性

険害 障害 障害 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.6 4.1 10.6 8.3 

夫婦のみ 30.9 21.0 14.6 3.1 

無配偶子同居 25.9 25. 1 24.7 19.7 

有配偶子同属 39.6 49.8 50.1 68.9 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ2 13 df) 14.375・・ 37.023・・

請求書の支払い

男性 女性

障害 障害 障害 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.5 6.1 10.5 8.7 

夫婦のみ 30.0 17.6 14.3 5.1 

無配偶子同居 25.9 23.6 24.9 18.8 

有配偶子同居 40.6 52.7 50.3 67.4 

計 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ2 13 df) 14.499・・ 33.579・・

(次頁に続く)
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表8 (続き 3)

預貯金の出し入れ

男性 女性

障害 殴筈 障害 需主審

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.5 5.1 11. 3 6.0 

夫婦のみ 30.1 20.9 15.0 6.3 

無配偶子同居 25.4 27.6 25. 1 20.0 

有配偶子同居 41.0 46.4 48.6 67.7 

2十 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ， (3 df) 7.734 54.985・・

いずれか l項目以上

男性 女性

障害 障害 障E喜 障害

なし あり なし あり

ひとりぐらし 3.7 3.9 11. 5 6.8 

夫錫のみ 30.7 22.6 15.9 5.9 

焦配偶子同居 26.1 25.3 25.4 21. 3 

有配偶子問居 39.5 48.2 47.2 66.0 

i十 100.0 100.0 100.0 100.0 

χ， (3 dfl 11. 506・・ 69.126・・

.. p <日l

::; 0 



;'::9 性 ・年齢・ 配偶者の有無 ・lADLの障者の有無別

行配偶子との同居率 (%) 

男性 女性 5十

年荷台 64-74歳 55.8 65.3 61. 3 

75歳~ 65.2 83.8 76.5 

配偶者 あり 55.6 60.6 57.6 

なし 73.9 79.1 78.3 

IADLの障害 なし 56.0 66.0 61. 8 

あり 67.0 86. 1 78.8 

;十 58.6 71. 4 66.1 

ィ王 照配偶子同居と子供のいないケースを除く



表 10 有配偶子との同居に対する各変数の影轡

(ロジスティック回帰分析による優比)

性・ 1. 486・・

年齢， 1. 332・・

配偶者の有無， 2.224・・

IADLの障害の有無， 1. 895・・

J主 黛配偶子同居と子供のいないケースを除く

a 男性に対する女性の優比

5歳の地について算出した優比

C 配偶者ありに対する配偶者なしの優比

d 障害なしに対する障害ありの優比

• pく 01



表 II IADLの障害の何無別 1年間lの死亡率と優比

男性 女性

~章害 f変比a 障害 隠害 (憂比a

なし あり なし あり

パス ・電車での外出 1. 8 % 11. 8 % 5.445・・ 0.7 % 6.6 % 5.096・・

電話をかける 2.5 9.7 2.425・・ 1.0 11. 9 6.433・・

やかんで湯を沸かす 2.4 11.2 3.205・・ 1.2 11. 9 4.514" 

日用品の白い物 2.2 11.4 3.877・・ 0.9 8.8 4.676・・

食事の支度 1.8 9.3 4.344・・ 0.9 9.7 5.123・・

請求3の支払い 2.2 10.6 3.474・・ 0.8 9.1 6.016・・

預貯金の出し入れ 2.2 9.6 3.347・・ 0.8 6.6 3.843・・

いずれか l項目以上 1.4 8.3 4.695・・ 日.7 5.5 3.872・・

a ロジスティック回帰分析により年齢の影響を取り除いて算出した IADLの障害なしに対する

障害ありの優比

• p < .01 



友 12 IADLの障害を有する者における死亡率の性差

死亡率 {愛比a

男性 女性

パス ・電車での外出 11. 8 % 6.6 % 0.442・・

電話をかける 9.7 11.9 1.0:;0 

やかんで湯をh弗かす 11. 2 11.9 0.845 

日用品の買い物 11.4 8.8 0.572・

食事の支度 9.3 9.7 0.765 

請求舎の支払い 10.6 9.1 日.714

商貯金の出し入れ 9.6 6.6 日.530・

いずれか 1項目以上 8.3 5.5 0.525・

a ロジスティック回帰分析により年齢の影響を取り除いて算出した男性

に対する女性の優比

• p < .05. • • p < .01 



表 13 性 'ADLの水準別 JADLの障害の頻度と俊比

男性

高ADL 中ADL (丘ADL 関:i1l度(y)・ 優比b

電話をかける 2.5 % 40.0 % 70.6 % .939・・ 39.733・・

やかんで湯を沸かす 1.7 39.8 75.0 .958・・ 60. 137・・

日用品の買い物 2.9 57.5 86.8 .966・・ 92.738・・

食事の支度 11.8 70.6 89.7 .920・・ 37.452・・

請求書の支払い 3.4 48.3 76.1 .939・・ 44.487・・

預貯金の出し入れ 5.4 62.2 85.1 .945・・ 57.313・・

いずれか l項目以上 15.3 84.3 93.9 .947・・ 62.251・・

女性

高ADL 中ADL (丘ADL 関連度 (y)・ {憂比b

電話をかける 3.9 % 26.5 % 69.7 % .885・・ 13.636・・

やかんで湯を沸かす 1.3 23.7 76.0 .956・・ 38.724・・

日用品の買い物 3.0 58.9 93.0 971・・ 93.293・・

食事の支度 3.4 43.8 90.0 951・・ 44.949・・

請求書の支払い 6日 43.0 87.6 909・・ 21. 559・・

預貯金の出し入れ 11.8 61.7 92.9 902・・ 22. 103・・

いずれか i項目以上 14.0 78.3 95.9 940・・ 43.043・・

JADLの障害の有無と ADLの指標との関連度(下係数)

b ロジスティック回帰分析により年齢の影響を取り除いて算出したADLの障害なしに対する

障害ありの優比

• p ( .01 



表 14 性 ・年齢別 ADLとIADLの分布 (%) 

男性

高ADL 中ADL ();!;A 0 L 計

IADLの IADLの

年齢 障害なし 障害あり

65~69 86.7 7.9 3.9 1.5 100.0 

70~74 73.7 lι8 6.6 4.9 100.0 

75~79 67.7 16.7 10.9 4.7 100.0 

80~84 51.2 21.6 18.4 8.8 100.0 

85~ 33.2 20.8 22.9 22.9 100.0 

計 74.2 13.4 7.9 4.5 100.0 

χ2 (12 dfl 154.216・・

女性

高ADL 中ADL ();!;AD L 3十

IADLの IADLの

年齢 防筈なし 障害あり

65~69 89.7 4.4 4.5 1.4 100.0 

70~74 80.0 11. 3 6.8 1.9 100.0 

75~79 64.2 16.7 12.8 6.3 100.0 

80~84 48.7 27.7 13.3 10.3 100.0 

85~ 12.9 30.7 26.7 29.7 100.0 

計 74.7 12.1 8.6 4.6 100.0 

χ2 (12 df) 464.134・・

• p ( .01 

5 6 



表 15 性 ・ADLおよび IADLの障害の有無月1) 有配偶子との同居率と優比

男性 女性

同居率 日ADL IADLの障害なし 55.8 % 67.1 % 

ノノ あり 68.4 89.6 

中ADL 68.5 82.1 

{底ADL 64.0 78.9 

{憂比 IADLの障害の有無による優比・ 1.695・ 3.119・・

ADLの障害の有無による優比b 1. 293 1. 437 

ィ主 無配偶子同居と子どものいないケ スを除く

a ロジスティック回帰分析により年齢、配偶者の有無、 ADLの障害の有無

の影響を取り除いて算出した IADLの障害なしに対する障害ありの優比

b ロジスティック回帰分析により年齢、配偶者の有無、 IADLの隊蓄の有

照の影響を取り除いて算出したADしの際害なしに対する障害ありの優比

p < .05. •• p < .01 



表 16 性 ・ADLおよび1A 0 Lの防3の有無別 l 年間の手E亡率と倭比

男性 女性

死亡率 高ADL IADしの隊答なし l. 4 % 0.7 % 

ノノ あり 4.6 2.8 

中ADL 7.8 6.1 

Itl:AD L 19.7 13.4 

(愛比 IADLの障害の有無によるi愛比・ 2.501・ l. 567 

ADLの障害の有無による優比b ι342・・ 4.489・・

J主無配偶子同居と子どものいないケースを除く

ロジスティック回帰分析により年齢とADLの障害の有無の影響を取り除い

て算出した IADLの障害なしに対する障害ありの優比

b ロジスティック回帰分析により年齢と IADLの際筈の有無の影響を取り除

いて算出したADLの障害なしに対する障害ありの優比

p < .05. •• p < .01 



&17 本研究の成総と小金井市での先行研究の成績との比較

(直後J去による性・年齢調整後の IADLの障害の頻度)

本研究 先行研究』円

パス ・電車での外出 19.8 % 14.7 % 

電話をかける 9.9 6.7 

やかんで湯を沸かす 8.1 6.4 

日用品の貰い物 12.7 11. 1 

食事の支度 15.7 15.8 

請求書の支払い 13.3 9.8 

預貯金の出し入れ 18.5 14.1 

筏 昭和601王の国勢調査における65歳以上人口を標準人口とする

性・年齢調整



付録 調査禁原禁
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⑫ 健康と日常生活についての調査

大変恐縮ですが、お名前と年齢 性別をお魯き下さい。

お名前は、集計には一切使用いたしません。
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アンケートは全部で4ページです。あてはまる答の番号にOをつけて

お答え下さい。口は集計周の矧ですので、何も舎かないで下さい。

間| このアンケートに記入されたのはどなたですか。

1.本人 2.家族 3. その他( 口問1
問 2 あなたは、ふだん、ご自分で健康だと思いますか。

1.非常に健康 2. まあ健康(普通)

3. ~~ l、 4. ~ド 1i~ (こ~~ l、
口問2

間 3 お体の状態についておたずねします。

1. li 1:.んどねたきり(トイレや食司EにTごけおきる人を含みます)

2.ねたり、おきたり(床は敷いてあるが、気が向(1:.おきて〈る)
口問3

3.おきているが、あまり引jかない

(床は敷いてないが、じっとしていることが多い)

4.少しは引く (気が向いた tき、庭先に出たり、簡単な家事をする)

5.家庭内では、 IHf不自由な〈重)Jト隣近所には l人で出かける

6.パス・電車を使って時には外出する、あるいはそれ以上活発である

間 4 お体のどこかに痛いところがありますか。
2‘ 

1.ある 2.ない 口問4
20 



問 5 脳卒中(脳出血、脳授~、脳血栓、脳軟化、クモ阪下出血など ) に

かかったことがありますか。

l ある 2. ない
口問5

問 6 失禁(おもらし)をすることがありますか。

1.ある 2.たまにある 3 ない 口問6
問 7 夜ねてから、お小水に起きることがありますか。

l ある(何回くらいですか 回) 2 ない(0回) 2口、

問 8 あなたは、この 1カ月間に、お医者さんにかかりましたか。
同仁口

1.かかった 2.かか』なかった 3.入F克した
2口削

お医者さんにかわ切にうかがいます。その病気闘でしたか。 ロココ
2亡E口
3ロココ

問 9 あなたは、この 3カ月間に、転んだことがありますか。

1.ある 2. ない

ー転んだことがある方にうかがいます。転んでケガをしましたか。

1. i百Iもなかった 2 すりむいた 3.ねんざした

4.打伐 5 骨折 6. その他( ) 

間10.あなたは、この l年間に、骨折したことがありますか。

ケガによる骨折、背骨の圧迫骨折(つぶれ)など、すべての骨折を

含めてお答え下さい。

1.ある 2 ない

-それはいつでしたか 年 月

6 I 

口問9
1口
2口
3口

口問10
年仁口

11口コ



問11 毎日の生，舌についてうかがいます。以下の質問のそれぞれについて、

「はいJrいいえ」のいずれかにOをつけて、お答え下さい。質問が多
くなっていますが、こ・めんどうでも全部の質問にお答え下さい。

(1)足の爪を自分で切っていますか ・

(2) 階段の昇り降りができますか・

(3) fI'iの日ても、一人で外出てきますか

..1. 1;1. ~、

.1. 1;1. ~、

1. 1;1. ~、

(4) ヤカンてj拐を}弗かせますか… ー・・ …・・1 はい

(5) 一人で電話をかけ句れますかー 一 一 l はい

(6) パスや危平を使って一人で外出てきますかー .1. 1;1. ~ 、

(7) 日用品の買い物ができますかー … ー 1. 1;1. ~ 、

(8) 自分で食事の用窓ができますか … 0・一 1.はい

(9) 訂j求書の支払いができますか ・… … ーl はい

(1日 銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分で

て‘きますかー ー ー ー ・・ー1 はい

(11) 年金などの書類が書けますか … ー・ ー1. 1まい

(1司事庁聞をt売んでいますかー ....・ ー1. 1;1.い

(13) 本や雑誌を読んでいますか '.・ e・ ...-.....1. はい

(14) 健康についての記事や番組に感心がありますか

。1.1;1. ~、

(15) 友だちの家を訪ねるこ tがありますかー ー]ーはい

(1日 家族や友だちの相談にのるこ tがありますかー 1. はい

(1司病人を見舞うこ tができますかー ー … Iーはい

(1日 若い人に自分から話しかけることがありますか

2 いい λ

2.いい λ

2 いい λ

2 いい λ

2. ~、レ λ

2.いい λ

2. ~叫、え

2.いいえ

2.いいえ

2.いいえ

2. ~、 t 、え

2.いいえ

2.いいえ

2 いい λ

2. ~、 L 、 λ

2 いい λ

2. ~叫、 λ

1. 1まL、 2 い t、λ

6 2 

4' 
「一
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問 12 つぎのようなことがありますか。

(1) 家伎の名前もわか句ないことがある … l ある 2 ない

(2) 伎と 金とかんi1fいすることがあるー l ある 2ーない

(3) 復、寝ぼけて騒ぐことがある 一 .........1 める 2. ない

(4) 今日力行iiJ月 jiiJFlころか、

よくわからないこ tがあ る・ 一・ ・l ある 2. ない

(5) 外出して、まいごになるこ tヵτある… ・・・ l ある 2. ない

問 13 配偶者(御主人、奥様)はいらっしゃいますか。

1.いる 2.いない(縫死別) 3.結給し たことがない

・配偶者のいる方にうかがいます。あなたの配偶者は、ふだん

健康ですか。

1. ~lõ 1;; に世ll/;jt

3. ~~L 、

2. まあ健康(千F通)
4 非常に弱い

問 14 お子さんとー諸に暮していますか。(同一敷地内を含仁)

l. l、る 2 いない 3.子jjl，はいない

-お子さんとー諸に暮している方にうかがいます。一諸にくら

しているお子さんのなかに、結婚している方がいますか。

l いる 2 いない

問15 あなたが病気になったとき、主に看病してくれるのはどなたで

しょうか。 1つだけOをつけて下さい。

l 円i'_f{r{r，' 2. I;;I/，~ の息子 3.同居の政

5.別1，';;のな:r
8. その他(

6. ))，)居の線

-その方はふだん健康ですか。

7. );')1舌の嫁

I 非常に健康 2.まあ健康(普通)

3. ~~ い 4.非常に弱い

6 3 

4.同居の綜

口問13

巳

口問"

口

口問"

口






